
増税と減税 平等な負担 

先進国の税制で株売却益、損失、配当、譲渡などは、不動産、高額な絵画宝石金の保有にかか

る税制は 

ChatGPT: 

先進国において、**株式、配当、不動産、芸術品（絵画・宝石・金など）**に関する税制は国によっ

て細かく異なりますが、以下のような共通する大枠があります。 

    株式に関する税制（売却益・損失・配当） 

区分 課税内容 備考 

売却益（キャピタ

ルゲイン） 

原則課税（20～30％程

度） 

長期保有と短期保有で税率を変える国もある（例：

米国） 

売却損（キャピタ

ルロス） 
他の売却益と相殺可 

翌年以降に繰越控除できる国も多い（日本は 3年、

米国は無期限繰越可能） 

配当所得 
原則課税（分離課税 or 

総合課税） 

二重課税調整措置がある場合も（外国税額控除な

ど） 

    不動産の税制 

区分 課税内容 備考 

保有時：固定

資産税 

原則課税（資産評価

額に応じて） 

日本では市町村税。米国では Property Tax（州・郡で税率

異なる） 

売却時：譲渡

益課税 

原則課税（購入価格と

の差益） 

居住用などの特例あり（例：米国は 50万ドルまで非課税

など） 

相続・贈与時 原則課税 
国によって税率・控除額が大きく異なる（例：日本は比較

的高率、豪州は相続税なし） 

    芸術品・宝石・金（貴金属）の税制 

区分 課税内容 備考 

購入時：消費税

（VAT） 
多くの国で課税 美術品など一部は免除または軽減税率の国も 



区分 課税内容 備考 

保有時：資産税・贅

沢税など 

一部の国で課税（例：スペ

イン、フランス） 

日本では保有自体に税はないが、資産価値によ

っては相続税対象になる 

売却時：譲渡益課

税 
原則課税 

保有期間や種類によって軽減措置あり（例：米国

は「コレクタブル税率」28％） 

相続・贈与時 原則課税 市場価格評価で課税対象（特に高額品） 

    国別比較（概要） 

国 株式売却益 配当 不動産保有税 芸術品の課税 

日本 約 20%（申告分離） 
約 20%（配当控除あ

り） 

固定資産税・都市計

画税 

相続税対象・譲渡益

課税あり 

アメリ

カ 

短期：所得税、長期：0

～20% 
所得税率 

Property Tax（州によ

る） 

コレクタブル扱いで

28%課税 

イギ

リス 
年額控除後 10～20% 

所得に合算（税率 0

～39.35%） 
Council Tax等 

美術品もキャピタルゲ

イン課税対象 

フラ

ンス 

30%一律（社会保障税

含む） 
30%一律 ISF（資産税）対象 

高額美術品などは資

産税対象 

ドイツ 
売却益は課税（1年以

上保有で免税） 
総合課税 

固定資産税

（Grundsteuer） 

価値に応じて課税対

象 

     補足：タックスヘイブンや富裕層対策 

• スイスやモナコなどは保有税が極めて低い 

• OECD/G20の BEPS（税逃れ防止）プロジェクトで、**透明性強化・共通報告基準（CRS）**

が導入されている 

• アート・ワイン・金などへの投資は「匿名性・ポータビリティ・無課税取引」を狙う手段とされ、

規制強化の対象になりやすい 

どこの国でも問題となる住宅の投資目的の住まない住宅に特別な課税は国別で 

ChatGPT: 

ご質問の「住宅を投資目的で保有するが住まない（空き家・別荘・投機）物件への特別課税」につ

いて、これは先進国の多くで住宅価格の高騰や空き家問題への対応策として導入されており、

国・地域ごとに次のような制度が存在します。 



    国別：投資目的住宅・空き家・別荘への特別課税の比較 

国・地域 主な制度名 内容 備考 

🇫🇷 フランス 
空き家税（Taxe sur les 

logements vacants） 

一定期間以上空き家状

態の物件に年 1〜1.5%

の課税 

パリなど都市部では

強化（別荘税も存在） 

🇨🇦 カナダ（バンク

ーバー・トロント） 

空室税（Empty Homes Tax / 

Vacant Home Tax） 

資産評価額の 1〜3%を

課税 

外国人の非居住者に

対する制限も導入 

🇦🇺 オーストラリア

（メルボルン等） 
Vacant Residential Land Tax 

年間 6か月以上空室

なら、評価額の 1％課

税 

州によって異なる

（VIC州が先進的） 

🇬🇧 イギリス Council Tax Premium 

2年以上空き家の物件

に最大 100％の上乗せ

課税 

地方自治体判断で適

用、ロンドンなどで強

化傾向 

🇺🇸 アメリカ（ニュー

ヨーク、サンフラン

シスコ等） 

Empty Homes Tax（提案中含

む） 

市ごとに制度設計、住

宅不足対策として議論

が活発 

カリフォルニア州など

では州レベルも検討

中 

🇩🇪 ドイツ（ベルリ

ン） 

Mietendeckel（家賃上限法）

廃止後も空き家への規制あり 

空き家の長期放置に罰

金・課税、自治体判断 

法制度上、賃貸活用

義務を課す都市もあ

り 

🇳🇿 ニュージーラン

ド 

Bright-Line Rule（短期売却

課税） 

10年以内に売却した住

宅の利益に最大 39%課

税 

投資目的の住宅抑

制策の一環 

         補足：特別課税のタイプと狙い 

課税タイプ 対象 狙い 

空き家税 長期間使用されていない住宅 住宅の供給促進と都市活性化 

別荘税 定住しない高級住宅・セカンドハウス 地元住民の住居確保、社会的公平 

外国人購入税 非居住外国人による住宅取得 不動産価格の上昇抑制 

短期売却課税 転売目的の物件 投機抑制、住宅の安定供給促進 

🇯🇵 日本の現状と比較 



制度 内容 

固定資産税 空き家でも低額（住宅用地特例あり） 

空き家対策特別措置法 管理不全空き家に限って住宅特例除外（税額上昇） 

別荘税（導入検討レベル） 軽井沢など一部自治体で独自課税の動き 

投機的取引制限 なし（転売益も特別課税なし） 

     課題： 日本は「空き家が多くても課税が軽く、投資住宅の抑制が弱い」と国際的に見て指摘さ

れがちです。 

    まとめ：投資住宅・空き家課税のトレンド 

• フランス、カナダ、オーストラリアは制度が進んでおり、課税率が高い 

• イギリス、アメリカの一部都市は、自治体レベルで柔軟に対応 

• ドイツやニュージーランドは、課税＋利用義務や短期売却制限を組み合わせて規制 

• 日本は課税が緩く、今後の制度強化が課題 

ご希望であれば、たとえば「カナダ・バンクーバーの外国人購入規制と空室税の詳細」や「日本に

導入すべきモデル制度」についてさらに掘り下げることも可能です。お気軽にどうぞ。 

減税を主張する前に、まずは富裕層の資産や投資目的の不動産所有に対する税制を見直し、本

来その地に住んでいた住民が住み続けられなくなるような事態を防ぐことが大切です。そのうえで、

私たちの生活に欠かせない食品や必需品について議論を進めていくべきでしょう。 

ChatGPT: 

おっしゃる通りです。 

「減税を言う前に、まず富裕層や投資家による投機的な資産保有を適切に課税・抑制し、生活必

需品や庶民の生活に直結する分野に配慮すべき」という主張は、近年多くの国や都市で議論され

る**「税の公正性」「社会的連帯」**の根幹に関わります。 

以下、論点を整理しつつ、各国の動向とあるべき方向性を示します。 

            論点整理：誰のための減税か？ 

項目 現在の課題 優先すべき見直し 

        富裕層の投資住

宅 

地価高騰・地元住民の追い出し（ジェ

ントリフィケーション） 

空き家税、別荘税、資産税の強

化 



項目 現在の課題 優先すべき見直し 

     金・美術品・株等

の資産 
課税が緩く、実効税率が低い 

キャピタルゲインや相続・贈与の

公平化 

            食品や日用品

の消費税 
低所得層ほど負担が重い（逆進性） 

軽減税率の拡充または「消費税

の所得連動還付」 

    子育て・住宅・教

育 
支援が不十分、格差拡大 

所得に応じた手厚い支援・非課税

枠の拡大 

    海外の例：格差是正に向けた税制改革 

国 政策 内容・背景 

🇳🇿 ニュージーラ

ンド 
食品への消費税ゼロ構想 

富裕層に対しては土地税強化でバランス

をとる 

🇪🇸 スペイン 
富裕税（Impuesto sobre el 

Patrimonio） 

資産 200万ユーロ超に対して課税（地域

で異なる） 

🇳🇴 ノルウェー 金融資産にも純資産課税 
オイルマネーでも社会保障財源として課税

強化 

🇨🇳 中国 「共同富裕」政策 
不動産投資の抑制と高所得層の税強化を

明言 

🇫🇷 フランス 
高級不動産・空き家・別荘への課

税強化 

首都圏の住居不足対策、庶民の居住権保

護 

    あるべき優先順位（例：政策提言的） 

1. 投機的・贅沢的な資産への課税強化 

o 空き家・別荘・海外資産の実効課税 

o 金・美術品・非課税保有資産への包括的報告義務（CRSの強化） 

2. 生活に不可欠な支出の軽減 

o 食品・水道・光熱費への軽減税率またはゼロ税率 

o 必需品と嗜好品の線引きを見直す 

3. 社会保障と教育への再投資 

o 減税するならば、低・中所得層への給付付き税額控除に変換 

o 子育て・教育費の所得控除の拡大 

     日本への示唆 



• 消費税 10％の一律課税は、「富裕層が 1億円消費しても、低所得者が月 5万円消費して

も同率」であり、最も逆進性が高い税。 

• 一方、富裕層が保有する「空き家、都心の高級マンション、匿名性の高い資産」には、実質

的な課税が非常に軽い。 

• よって「減税」という名目ではなく、まず富裕層や企業の「租税回避」「非課税特権」を是正

し、その上で生活に必要な支出を軽減するのが、本来の順序です。 

     結論（スローガン風） 

「贅沢には正しく課税を、生活には誠実な減税を」 

～ 減税の前に、課税のゆがみを正すべき ～ 
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